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「契約業種区分」と｢契約業種」の説明

内　　　　容

　　　　　必要な資格又は登録の内容
※以下に記載のものは必ず提出のこと。その他
営業を行うにあたり必要とする許可･登録は全て
添付するものとする。

１
～
29

建設業法〔昭和
24年法律第100

号〕第2条第1
項別表上覧に
掲げる29種類

建設業法〔昭和24年法律第100
号〕第2条第1項別表上覧に掲げ
る29種類の建設工事に係る請負
契約

建設業法第3条第１項に基づく建設業
の許可
建設業法第27条の23第1項の規定に基
く経営事項審査を受けていること

1 測量 1 測 量 一 般

2 地 図 の 調 整

3 航 空 測 量

2 建築設計･監理 1 建 築 一 般

2 意　 　匠

3 構 　　造

4 冷 暖 房

5 衛 　　生

6 電　　 気

7 建築積算

8 機械設備積算

9 電気設備積算

10 調　　 査

3 地質調査 地盤調査及び土質試験業務
地質調査業者登録規程第5条に基づく
地質調査業者の登録

4 1 土 地 調 査

2 土 地 評 価

3 物　　 件

4 機 械 工 作 物

5 営業･特殊補償

6 事 業 損 失

7 補 償 関 連

8 総 合 補 償

5 1 土質及び基礎

2 鋼構造物及びｺﾝｸﾘｰﾄ

3 河川、砂防及び海岸・海洋

4 道路

5 施工計画、施工設備及び積算

6 機械

7 地質

8 造園

9 上水道及び工業用水道

10 下水道

11 農業土木

12 都市計画及び地方計画

13 建設環境

14 廃棄物

15 電気電子

6
土地家屋調査
等

不動産表示登記に関する調査、
測量、及びそれに伴う登記手続
業務

土地家屋調査士法（昭和25年法律第
228号）第8条に基づく土地家屋調査士
の登録及び司法書士法（昭和25年法
律第197号）第8条に基づく司法書士の
登録

7 不動産鑑定 不動産の鑑定評価業務
不動産の鑑定評価に関する法律（昭和
38年法律第152号）第24条に基づく不
動産鑑定業者の登録

8 環境調査 1 大気検査

2 水中及び土壌調査

3 騒音調査

4 理科化学検査

5 ダイオキシン類(大気)測定

6 同上(水中及び土壌)測定

　　　　　　契　約　業　種　表（令和7・8年度）

契約業
種区分

契約業種 契約業種細目

建
設
工
事
請
負

測
量
･
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
等
業
務

測量法（昭和24年法律第188号）
に基き測量士及び測量士補が
行う業務

測量法第55条の5第1項に基づく測量
業者の登録

建築士法（昭和25年法律202号）
に基き建築士が行う設計、工事
監理業務

建築士法第23条に基づく建築士事務
所の登録
※ただし､事業所の所在地が申請者
（受任者の設定をしている場合は受任
者をいう。)の所在地となっているもの

又は申請の際に届出の業務内容を設
備に関するもののみを選択した場合に
あっては､建設省告示第1527号に基づ
く建築設備士の登録

補償コンサル
タント

公共事業に必要な土地等の取
得もしくは使用、これに伴う損失
の補償又はこれらに関連する業
務

補償コンサルタント登録規程第5条に基
づく補償コンサルタントの登録（申請の
際に届出の業務に対するもの）

建設コンサル
タント

土木に関する工事の設計又は
監理若しくは土木建築に関する
工事に関する調査、企画、立案
若しくは助言を行う業務

建設コンサルタント登録規程第5条に基
づく建設コンサルタントの登録（申請の
際に届出の業務に対するもの）

環境(大気､水中及び土壌等)等
に係る調査業務

申請の業務に該当する計量法（平成4
年法律第51号）第107条に基づく計量
証明事業者の登録　※ただし､事業所
の所在地が申請者（受任者の設定をし
ている場合は受任者をいう。）の所在地
となっているもの。なお、特定濃度に関
するものに関してはこの限りではない｡
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内　　　　容

　　　　　必要な資格又は登録の内容
※以下に記載のものは必ず提出のこと。その他
営業を行うにあたり必要とする許可･登録は全て
添付するものとする。

契約業
種区分

契約業種 契約業種細目

1 図書･教材類 1 書籍
2 幼･保教材
3 小･中教材
4 楽器
5 CD･ビデオ･レコード類
6 遊具類
7 玩具類
8 体育用品

2 1 文房具
2 用紙類 段ボール製品　等
3 印章類
4 事務機器 計算機､複写機､軽印刷機､ｼｭ

ﾚｯﾀﾞｰ　等

5 情報OA機器
6 ソフトウェア パッケージソフトウェア

3 1 事務用家具類 事務用家具類(事務机･いす､保
管庫　等)

2 一般家具類 事務用家具類以外のもの
3 美術品類
4 インテリア類 ｶｰﾃﾝ､ﾌﾞﾗｲﾝﾄﾞ､ｶｰﾍﾟｯﾄ､じゅうた

ん､ｸﾛｽ　等

5 建具
6 ガラス
7 畳

4 機械･器具類 1 家庭電気製品類
2 電気通信機器
3 冷暖房機器 冷暖房機器､ｽﾄｰﾌﾞ､ﾋｰﾀｰ､ｴｱｺ

ﾝ　等

4 視聴覚機器
5 厨房機器 業務用　調台､流し台､ガス台､冷

蔵庫､炊飯器､冷温水器､オーブ
ン　等

6 写真機器
7 医療・介護機器 体温計　等 医薬品、医療機器等の品質、有効性及

び安全性の確保等に関する法律等の
許可を必要とする場合は医療器具製
造･販売業許可書

8 理化学機器 計測機器含む
9 測量機器
10 環境関連機器 焼却炉､ごみ処理機器　等
11 防犯機器 監視カメラ　等
12 電気設備機器 蓄電池、発電機　等
13 その他機械･器具関係

5 防災関係用品類 1 消防･防災関係用品類
6 車両類 1 自動車 特殊車両も含む

2 単車･自転車
3 自動車特定整備事業 道路運送車両法第78条に基づく認証
4 車両関係用品

7 1 被服
2 寝具
3 旗類 国旗・市旗・のぼり　等
4 横断幕・懸垂幕
5 その他繊維製品 マスク、テント　等
6 皮革・ゴム(鞄･靴)

8 燃料･油脂類 1 石油類 ガソリン、軽油、重油　等
2 その他燃料 炭、ガス、プロパンガス、まき　等

9 薬品類 1 医療用医薬品
2 家庭用医薬品 市販薬　等
3 防疫薬剤
4 化学工業薬品
5 その他薬品等 医薬衛生材料、アルコール消毒液　等

10 原材料類 1 建材(木材､合板､等)
2 骨材(砕石､砂､等)
3 セメント､アスファルト 二次製品を含む
4 鋳物･鋼鉄材 鋼材、鋼管、人孔蓋　等
5 電気設備材料
6 上水道関係機材
7 下水道関係機材
8 その他原材料関係

取扱品目を販売するにあたっての許
可､登録

該当品目に対する医薬品･毒物劇物・
医療品販売に関する許可･登録証
※医薬品、医療機器等の品質、有効性
及び安全性の確保等に関する法律第
12条、又は第24条他に基づく許可　等

物
品
･
製
造
･
そ
の
他
委
託
業
務
･
借
上
げ
等

〔

分
類
①
〕

物
品
販
売

事務用品･事務
用機器類

家具･室内装備
類

繊維･皮革製品
類
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内　　　　容

　　　　　必要な資格又は登録の内容
※以下に記載のものは必ず提出のこと。その他
営業を行うにあたり必要とする許可･登録は全て
添付するものとする。

契約業
種区分

契約業種 契約業種細目

11 飲食料品類 1 給食材料
2 飲料 ペットボトル・缶入り飲料　等
3 その他食料品

12 その他物品 1 総合商社･百貨店
2 ギフト･記念品
3 啓発用品類
4 日用雑貨、荒物、金物
5 給食什器 食器､はし､包丁　等
6 塗料類
7 環境保全用品 塵芥収集用品､清掃用品
8 介護用品
9 時計類
10 種苗･樹木･園芸用品
11 生花
12 看板・広告 広告代行除く
13 道路関係用品 標識、ｶｰﾌﾞﾐﾗｰ、ｶﾞｰﾄﾞﾚｰﾙ　等
14 葬祭関係
15 選挙用機材
16 その他物品

13 営繕工事関係 1 建物営繕 建設業法第3条第1項にいう「軽
微な建設工事（工事一件の請負
代金の額が建築一式工事にあ
つては1,500万円に満たない工
事又は延べ面積が150㎡に満た
ない木造住宅工事、建築一式工
事以外の建設工事にあつては
500万円に満たない工事）｣をい
うもの。

14 一般印刷 1 活版･平板･ｵﾌｾｯﾄ印刷・製本
2 企画･デザインを含む印刷

15 フォーム印刷 1 フォーム印刷 連続帳票､OCR　等
16 その他印刷 1 青写真･マイクロフィルム類

2 現像焼付
3 シール､ラベル､カード､等
4 航空写真・航空地図印刷
5 その他印刷

17 1 建物総合管理業務
施設に関する警備(有人)･清掃
その他環境衛生管理・空調等施
設に関する設備の運転操作管
理業務を自ら総合的に行う業務

2 施設警備業務 施設の有人警備
3 施設機械警備業務

警備業法第2条第5項でいう｢機
械警備業務｣を申請者自ら行うこ
とを業務とするもの

機械警備業務届出開始受理証､営業
所設置等届出受理証
※業務に必要な認定又は届出等

4 施設清掃業務(病院は除く) 庁舎･事務所･施設(病院を除く)
等清掃

5 病院清掃 病院施設の清掃 一般財団法人医療関連ｻｰﾋﾞｽ振興会
が発行する医療関連ｻｰﾋﾞｽﾏｰｸ認定証
明書の写し、又はその他医療法施行規
則第9条の15に基づく基準に適合する
ことを証する書類

6 施設空調等設備運転操作管理
業務

7 環境衛生管理業務 空気環境測定･飲料水水質検
査･貯水槽清掃･ねずみ昆虫防
除

8 その他建物管理業務 排水管清掃等
18 1 上水道施設総合管理業務 上水道施設の運転管理及び施

設管理を総合的に行う業務
2 上水道施設保守業務 上水道施設の点検業務。管路

関係業務を含む
3 下水道施設総合管理業務 下水道施設の運転管理及び施

設管理を行う業務
4 下水道施設保守業務 下水道施設の点検業務。管路

関係業務を総合的に含む
5 雨水排水施設総合管理業務 雨水排水施設の運転管理及び

施設管理を行う業務
6 雨水排水施設保守業務 雨水排水施設の点検業務。管

路関係業務を総合的に含む

食品衛生法第55条に基づく営業許可

〔

分
類
②
〕

そ
の
他
委
託
業
務
･
借
上
げ
等

施設管理業務
(上下水道･雨
水排水施設､
プール施設は
除く)

警備業法第４条に基づく認定､営業所
設置等届出受理証
※業務に必要な認定又は届出等

上下水道・雨
水排水施設管
理業務

物
品
･
製
造
･
そ
の
他
委
託
業
務
･
借
上
げ
等

〔

分
類
①
〕

物
品
販
売
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内　　　　容

　　　　　必要な資格又は登録の内容
※以下に記載のものは必ず提出のこと。その他
営業を行うにあたり必要とする許可･登録は全て
添付するものとする。

契約業
種区分

契約業種 契約業種細目

19 1 消防設備保守業務 消防設備業届出受理証
2 浄化槽関係業務 清掃･保守点検業務 浄化槽関連業務(清掃･保守)を行うにあ

たっての許可証
3 空調設備保守業務
4 電気設備保守業務 保安管理業務含む
5 遊具保守業務
6 その他施設関連設備保守業務 医療･プール関係除く

20 プール管理等
業務

1 プール運営管理業務 監視･受付･水質管理･看護等
ﾌﾟｰﾙ運営についての業務を総
合的に行う業務
※個別に行う場合は､該当しま
せん。

警備業法第４条に基づく認定

2 プール設備保守業務 ﾌﾟｰﾙ設備の保守点検業務
21 1 受付業務

2 電話交換業務
3 コールセンター業務

22 医療関係業務 1 医事関係業務 医療費の請求･点検､病院関係
2 臨床検査業務 衛生検査所登録証明書､一般財団法

人医療関連ｻｰﾋﾞｽ振興会が発行する
医療関連ｻｰﾋﾞｽﾏｰｸ認定書の写し、又
はその他の医療法施行規則第9条の8
に規程する基準に適合することを証す
る書類

3 集団検診業務
4 医療機器保守業務

23 1 データ処理
2 システム開発
3 クラウド関係業務
4 その他電算業務 上記記載以外の電算に係る業

務

24 地図関連業務 1 地図関連業務 道路･水路台帳､地番図作成等
業務

25 道路清掃業務 1 道路清掃業務 舗装道の機械清掃
26 1 一般廃棄物処理(収集運搬）

2 一般廃棄物処理(処分)
3 産業廃棄物処理(収集運搬）
4 産業廃棄物処理(処分）
5 医療廃棄物処理(収集運搬）
6 医療廃棄物処理(処分）
7 その他廃棄物処理

27 1 漏水調査
2 管内カメラ調査
3 地下探査
4 医療コンサルタント業務
5 各種コンサルタント業務 建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業務は除く
6 その他調査･研究業務

28 植栽等管理業務 1 植栽等管理業務
29 クリーニング
類

1 医療関連クリーニング クリーニング所開設確認済証、一般財
団法人医療関連ｻｰﾋﾞｽ振興会が発行
する医療関連ｻｰﾋﾞｽﾏｰｸ認定書の写
し、又はその他医療法施行規則第9条
の14に基づく基準に適合することを証
する書類

2 その他クリーニング(寝具) 丸洗い　等
3 その他クリーニング(防炎加
4 その他クリーニング(一般その他)

30 1 ねずみ駆除
2 シロアリ防除
3 鳥害駆除
4 蜂駆除

31 1 イベント関係総合業務 企画から会場設営等まで
2 イベント企画
3 会場設営 パーティ設営(食事類も含む)等
4 舞台･照明･音響操作関係業務
5 会場警備業務 イベント等会場警備 警備業法第４条に基づく認定
6 その他イベント関係業務

施設関連設備
保守業務

受付･案内業務
(医療関係は除く)

電算業務
(医療関連含
む)

廃棄物処理業
務

廃棄物の処置及び清掃に関する法律
第7条､第14条、又は第14条の4に基づ
く該当廃棄物の各業に関する許可証

調査･研究業務

クリーニング所開設確認済証

害虫等駆除(施
設の環境衛生
管理関連業務
は除く)

イベント関連
業務

物
品
･
製
造
･
そ
の
他
委
託
業
務
･
借
上
げ
等

〔

分
類
②
〕

そ
の
他
委
託
業
務
･
借
上
げ
等
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内　　　　容

　　　　　必要な資格又は登録の内容
※以下に記載のものは必ず提出のこと。その他
営業を行うにあたり必要とする許可･登録は全て
添付するものとする。

契約業
種区分

契約業種 契約業種細目

32 その他業務 1 人材派遣 労働者派遣事業許可
2 速記・反訳
3 研修・講習
4 旅客運送業務 道路運送法第4条、又は第43条に基づ

く許可
5 運送業務 貨物自動車運送事業法第3条、又は第

35条に基づく許可、貨物利用運送事業
法第3条、又は第20条に基づく許可

6 給食調理・配膳業務
7 翻訳・通訳
8 映像制作業務
9 梱包・送付業務 封入、封緘
10 文化財関係業務 出土品の修復、保存処理等
11 上水道業務 検針、受付、集金等

33 1 プレハブ
2 情報OA機器類
3 事務機器類 情報OA機器は除く
4 車両
5 寝具類
6 医療関係機器･用品類
7 ソフトウェア
8 その他借上げ

34 古物･不用品買
受類

1 古物･不用品買受類 古物、不用品類（有価資源ごみ
も含む）の買い受け

古物営業法第3条、又は大阪府金属く
ず営業条例第3条等に基づく許可

35 電力 1 電力供給
電気事業法に基づく許可等

2 電力買取
36 ガス 1 ガス供給 ガス事業法に基づく許可等
37 その他 1 電気通信事業 電気通信事業法に基づく登録等

2 旅行業 宿泊施設の手配　等 旅行業法第3条に基づく登録
3 保険 損害賠償保険　等 保険業法第3条に基づく免許
4 広告代行
5 その他
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